
令　和　７  年　度

大阪府富田林市

企業会計予算書

（下水道事業）





議案第２９号 

令和７年度大阪府富田林市下水道事業会計予算 

（総  則） 

第１条 令和７年度大阪府富田林市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）整備済人口 １０１，２５５ 人 

（２）年間有収水量   ９，７４７ 千ｍ３ 

（３）一日平均有収水量 ２６，７０４  ｍ３ 

（４）主要な建設改良事業 既成市街地公共下水道整備事業 ５０５，６８７ 千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収     入 

第１款 下水道事業収益 ３，１６５，０１２ 千円 

第１項 営業収益  １，４５８，６１７ 千円 

第２項 営業外収益   １，６８１，３０８ 千円 

第３項 特別利益    ２５，０８７ 千円 

支     出 

第１款 下水道事業費用 ３，１１５，０２０ 千円 

第１項 営業費用    ２，９１６，１５５ 千円 

第２項 営業外費用      １９６，４８４ 千円 

第３項 特別損失    ３８１ 千円 

第４項 予備費    ２，０００ 千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し 

不足する額８６０，８８６千円は、当年度分消費税資本的収支調整額５１，８９１千円、過年

度分損益勘定留保資金１１，３９９千円、当年度分損益勘定留保資金７９６，８２０千円及び

当年度利益剰余金処分額７７６千円で補てんするものとする。） 

収     入 

第１款 資本的収入     １，１０６，８０６ 千円 

第１項 企業債       ６１９，３００ 千円 

第２項 分担金  １１，２５４ 千円 

第３項 負担金  １，６００ 千円 

第４項 他会計出資金    ２２９，０１０  千円 

第５項 その他資本的収入   ４１２  千円 

第６項 補助金   ２４５，２３０ 千円 

 支     出 

第１款 資本的支出  １，９６７，６９２ 千円 

第１項 建設改良費    ９４０，６８７ 千円 

第２項 企業債償還金  １，０２７，００５ 千円 
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（債務負担行為） 

第５条  債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事 項 期 間 限  度  額 

富田林市水洗便所改造資金融資あっ

旋に伴う損失補償・支払利子 

借入実行日から 

返済日まで 

回収不能元金及びその延滞利息・融資

あっ旋にかかる金融機関への支払利子 

最終桝管理業務委託 
契約締結日から 

期間満了まで 
9,951千円 

(8)富田林市災害用マンホールトイレ

設置工事 

契約締結日から 

期間満了まで 
64,000千円 

浄化槽汚泥引抜清掃業務 
契約締結日から 

期間満了まで 
43,311千円 

（企 業 債） 

第６条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債 

の 

目的 

限度額 

起債 

の 

方法 

利率 

償  還  の  方  法 

資金 

区分 

償還

期限 

据置

期間 
償還方法 その他 

公共下水道 

事業 

547,800 

千円 
証書

借入

又は

証券

発行 

年5.0％ 

以内 

政 府 

機 構 

その他 

40年 

以内 

5年 

以内 

元利均等又

は元金均等

で、年賦又

は半年賦又

は満期一括

償還 

企業財政その他の都

合により据置期間及

び償還期限を短縮し、

もしくは繰上償還又

は低利に借り換える

ことができる。 

流域下水道 

事業 

49,700 

千円 

公共浄化槽 

整備推進事業 

21,800 

千円 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、１，０００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）収益的支出における各項間の流用 

（２）資本的支出における各項間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、 

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければ 

ならない。 

（１）職員給与費 １４５，０５５千円 

（他会計からの補助金） 

第１０条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、７０５，５１０千円である。 
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（利益剰余金の処分） 

第１１条 当年度利益剰余金のうち７７６千円は、次のとおり処分するものと定める。 

（１）減債積立金 ７７６千円 

 

 

令和７年２月２６日提出 

富田林市長  𠮷 村 善 美 
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富田林市下水道事業会計予算に関する説明書
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(単位 : 千円)

1. 下水道事業収益 3,165,012

1. 営 業 収 益 1,458,617

1. 下 水 道 使 用 料 1,364,789

2. 浄 化 槽 使 用 料 15,829

3. 他 会 計 負 担 金 77,854

4. その他の営業収益 145 手数料等

2. 営業外収益 1,681,308

1. 受 取 利 息 50 預金利息

2. 補 助 金 720,568

3. 長 期 前 受 金 戻 入 959,504 長期前受金戻入

4. 雑 収 益 1,186

3. 特 別 利 益 25,087

1. そ の 他 特 別 利 益 25,087

1. 下水道事業費用 3,115,020

1. 営 業 費 用 2,916,155

1. 管 渠 費 185,193

2. 普 及 指 導 費 23,254

3. 業 務 費 85,815

4. 総 係 費 54,981

流 域 下 水 道
維持管理費負担金

6. 浄 化 槽 管 理 費 96,283

7. 減 価 償 却 費 1,769,690

8. 資 産 減 耗 費 708 固定資産の除却費

2. 営業外費用 196,484

1. 支 払 利 息 175,696

2. 雑 支 出 128

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

3. 特 別 損 失 381

1.
過 年 度 損 益
修 正 損

381 貸倒れに係る消費税等

4. 予 備 費 2,000

1. 予 備 費 2,000 予備費

浄化槽の維持管理に要する費用

固定資産の減価償却費

企業債支払利息

雑支出

3. 20,660 消費税及び地方消費税

管路の維持管理に要する費用

水質規制、水洗化普及促進対策に
要する費用
下水道使用料等徴収業務に要する
費用

業務活動全般に要する費用

5. 700,231
流域下水道の維持管理に要する
費用

下水道使用料

浄化槽使用料

雨水処理負担金等

流域下水道負担金精算返還金

支      出

他会計補助金等

賃貸料等

款 項 目 予定額 説 明

令和７年度    大阪府富田林市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出
収      入

款 項 目 予定額 説 明
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(単位 : 千円)

1. 資 本 的 収 入 1,106,806

1. 企 業 債 619,300

1. 企 業 債 619,300 建設改良事業に伴う企業債

2. 分 担 金 11,254

1. 分 担 金 11,254 市街化調整区域下水道分担金等

3. 負 担 金 1,600

1. 負 担 金 1,600 水管橋実施設計に係る他市負担金

4. 他 会 計 229,010

出 資 金 1. 他 会 計 出 資 金 229,010 一般会計出資金

5. そ の 他 412

資本的収入 1. その他資本的収入 412 助成金

6. 補 助 金 245,230

1. 府 補 助 金 788 大阪府浄化槽整備事業費補助金

2. 国 庫 補 助 金 244,442 社会資本整備総合交付金等

1. 資 本 的 支 出 1,967,692

1. 建設改良費 940,687

1. 下 水 道 整 備 費 853,023

2. 浄 化 槽 建 設 費 37,311

流 域 下 水 道
建 設 費 負 担 金

2. 企 業 債 1,027,005

償 還 金 1. 企 業 債 償 還 金 1,027,005 企業債元金償還金

予定額 説 明

50,353

項

項 目

資本的収入及び支出

予定額

3.

収      入

管渠等の整備に要する費用

浄化槽の設置に要する費用

説 明款

流域下水道の建設改良に伴う
負担金

款

支      出

目
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(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで)

(単位 ： 千円)

当年度純利益 26,844
減価償却費 1,769,690
固定資産除却費 708
引当金の計上 7,058
貸倒引当金の増加額 380
長期前受金戻入額 △959,504
受取利息 △50
支払利息及び取扱諸費 175,696
営業及び営業外未収金減少額 17,934
営業及び営業外未払金・未払費用増加額 991
前払金増減額 0
前受金増減額 0
その他流動負債の増減 0
その他流動資産の増減 0
小計 1,039,747
利息の受取額 50
支払利息及び取扱諸費 △175,696
業務活動によるキャッシュ・フロー① 864,101

建設改良に伴う支出 △888,644
負担金収入 1,454
補助金収入 245,230
分担金収入 11,254
その他資本的収入 412
有価証券償還による収入 0
国庫補助金返還金による支出 0
有価証券購入による支出 0
投資活動に伴う未収金等の債権の減少額 599
投資活動に伴う未払金等の債務の減少額 △3,598
投資活動によるキャッシュ・フロー② △633,293

短期借入による収入 0
一時借入金返済による支出 0
建設改良企業債による収入 619,300
建設改良企業債償還による支出 △1,027,005
その他企業債による収入 0
他会計出資金による収入 229,010
リース債務の支払 0
財務活動によるキャッシュ・フロー③ △178,695

52,113
377,744
429,857Ⅵ 現金預金の期末残高

 令和７年度 　大阪府富田林市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 現金預金の増加額④=①+②+③
Ⅴ 現金預金の期首残高

-11-



　　　　　　　　給　　与　　費　　明　　細　　書

ア　会計年度任用職員以外の職員

特別職

(人)

0 ( 0 ) 17

0 ( 0 ) 17

0 ( 0 ) 0

   ※（  ）内は、短時間勤務職員

住居手当
その他の

手当

(千円) (千円)

手当の 2,916 1,380

内　訳 972 480

1,944 900

特別職

(人)

0 ( 0 ) 0

0 ( 1 ) 0

0 ( △ 1 ) 0

   ※（  ）内は、短時間勤務職員

住居手当
その他の

手当

(千円) (千円)

手当の 0 0

内　訳 0 0

0 0

区　　　分

区　　　分

0 △ 792 0比　　　較 0 0 0 0

0 0 0

前　年　度 0 0 0 0 0 792 0

本　年　度 0 0 0 0

時間外
勤務手当

期末勤勉
手当

退職手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

扶養手当 地域手当 管理職手当 通勤手当

488 3,392

比　　　較 △ 2,112 0 △ 792 △ 2,904 △ 488 △ 3,392

前　年　度 2,112 0 792 2,904

(千円) (千円) (千円)

本　年　度 0 0 0 0 0 0

イ　会計年度任用職員　

職　員　数 給　　　　　与　　　　　費

区　　　分 一般職 報酬 給料 手当 計 法定福利費 合計

(人) (千円) (千円) (千円)

12,7310 1,329 10,751 12,080 651

5,410

2,344

1,992 2,426 29,814 7,754

1,551

441

1,904

522

27,701

2,113

(千円)

145,055

0 62,875 46,799 109,674 22,650 132,324

0 64,204 57,550 121,754 23,301

法定福利費

(千円)

時間外
勤務手当

合計

(千円)

(千円) (千円) (千円)

期末勤勉
手当

区　　　分

職　員　数

前　年　度

比　　　較

本　年　度

１．総　括

報酬 給料 手当 計

(千円) (千円) (千円) (千円)

給　　　　　与　　　　　費

一般職

(人)

通勤手当

本　年　度

前　年　度

退職手当

(千円)

扶養手当

2,850

2,349

501比　　　較

(千円)

4,032

2,766

6,798 1,620

2,400

△ 780

地域手当

(千円)

管理職手当
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扶養手当

管理職手当

通勤手当

期末勤勉手当

退職手当

住居手当 対象者の増加による

児童手当

３．給料及び手当の状況

（１）職員１人当たりの給与 （２）初　任　給

区 分 一般会計の制度

高校卒 同　　じ

大学卒 同　　じ

対象者の増加による

２．給料及び手当の増減額の明細

令和7年1月1日現在

平均年齢　　 (歳)

一般職区　　　分 一般職

退職及び異動等による

その他の増減分

期末勤勉手当 616

支給対象者の増加による

地域手当

平均3.0%

昇給に
伴う増加分

地域手当

区分 増減額(千円) 増減事由別内訳(千円) 説明(千円) 備　　 考

昇給に
伴う増加分

830 830 昇給率1.32％

その他の増減分 △ 1,388 △ 1,388

支給率改定等による地域手当 2,704

329,589

42.3

43.1平均年齢　　 (歳)

平均給料月額 (円)

平均給与月額 (円)

317,527

225,600円

平均給料月額 (円)

平均給与月額 (円) 399,105

令和6年1月1日現在

194,500円

372,874

対象者の増加による

501

△ 780

441

1,497

2,344

522 時間数の増加による

対象者の減少による

退職及び異動等による

通勤方法の変更などによる

支給率改定等による

退職及び異動等による

手　当 10,751

1,887

83 83

給　料 1,329

1,944

7,348 時間外勤務手当

900

制度改正に
伴う増加分

給与改定に
伴う増加分

1,887

△ 21

3,320
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（３）級別職員数

一 般 職 一 般 職

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

（級別の基準となる職務）

（４）昇給

区 分 一般職 区 分 一般職

(人) 17 (人) 17

本 前

0 1

年 0 年 0

0 3

度 16 度 12

0 0

94.1 94.1

1 5.9%

0 0.0%

17 100.0%

4 23.5%

2 11.8%

1 5.9%

1 7.2%

0 0.0%

14 100.0%

3 21.4%

2 14.2%

1 7.2%

1 7.2%

3 21.4%

3 21.4%

区　　　分

令和7年1月1日現在 5級

6級

4級

7級

8級

計

区　　　分

1級

2級

3級

2級

3級

1 5.9%

3 17.6%

5 29.4%

4級

令和6年1月1日現在

計

1級

6級

7級

5級

8級

　知識又は経験を必要とする業務を行う職員の職務

号給数別内訳号給数別内訳

比率　(Ｂ)／(Ａ)　(％)

1号給(人)

2号給(人)

3号給(人)

4号給(人)

5号給(人)

5級

職務内容

　他の級に属さない職務

　課長の職務又は課長の職務に相当する職務

職 員 数(Ａ)　

区    分

一般職

1級

2級

7級

8級

6級

　副主任の職務

　係長の職務又は係長の職務に相当する職務

　課長代理の職務又は課長代理の職務に相当する職務

3級

4級

職 員 数(Ａ)　

昇給に係る職員数(Ｂ) (人)

　次長の職務又は次長の職務に相当する職務

　部長の職務又は部長の職務に相当する職務

16昇給に係る職員数(Ｂ) (人)

4号給(人)

5号給(人)

1号給(人)

2号給(人)

3号給(人)

比率　(Ｂ)／(Ａ)　(％)

16
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（５）期末手当・勤勉手当

(1.20) (1.20) (2.40)

2.30 2.30 4.60

(1.175) (1.175) (2.35)

2.25 2.25 4.50

一般会計の (1.20) (1.20) (2.40)

制     度 2.30 2.30 4.60

20年勤続 25年勤続 35年勤続 最高限度
の者(月分) の者(月分) の者(月分) （月分）

一般会計の制度

（支給率等）

（７）その他の手当

最高15年45％迄

24.586875

24.586875

区　分 備考
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

支給率計
(月分)

6月(月分) 12月(月分)

差異の内容

33.27075

47.709

47.709
早期退職者1年につき3％加算

備考

支給期別支給率

（６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

※( )内は、暫定再任用職員

支給率等
早期退職者1年につき3％加算

その他の加算措置等区　分

扶　養　手　当

一般会計の制度との異同区　　分

同　　　　じ

同　　　　じ

同　　　　じ

住　居　手　当

地　域　手　当

同　　　　じ

通　勤　手　当

47.709

最高15年45％迄

※( )内は、暫定再任用職員

※( )内は、暫定再任用職員

本　年　度

前　年　度

有

有

有

47.70933.27075
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(単位 : 千円)

期間 金額 期間 金額 営業収益等

富田林市水洗便所改造
資金融資あっ旋に伴う
損失補償・支払利子

回収不能元
金及びその
延滞利息・
融資あっ旋
にかかる金
融機関への
支払利子

― ―
借入実行日から
返済日まで

回収不能元
金及びその
延滞利息・
融資あっ旋
にかかる金
融機関への
支払利子

全 額 

汚水ポンプ施設
点検管理業務

104,877 令和6年度迄 44,460
令和7年度
～令和8年度

60,417 60,417

最終桝管理業務委託 9,790 令和6年度迄 6,639
令和7年度
～令和8年度

3,151 3,151

緊急時市内一円洗管・
浚渫・木根切断及び
ＴＶカメラ調査業務

13,041 令和6年度迄 6,639
令和7年度
～令和8年度

6,402 6,402

富田林市第三期
公共浄化槽

整備推進事業
477,092 令和6年度迄 109,146

令和7年度
～令和14年度

367,946 367,946

富田林市下水道事業
排水設備等関連業務

45,254 令和6年度迄 7,722
令和7年度

～令和11年度
37,532 37,532

公営企業会計システム
クラウド化事業

14,239 令和6年度迄 3,912
令和7年度

～令和11年度
10,327 10,327

浄化槽汚泥引抜清掃業務 41,513 令和6年度迄 0 令和7年度 41,513 41,513

(7)富田林市災害用
マンホールトイレ設置工事

68,000 令和6年度迄 0 令和7年度 68,000 68,000

最終桝管理業務委託 9,951 ― ―
契約締結日から
期間満了まで

9,951 9,951

(8)富田林市災害用
マンホールトイレ設置工事

64,000 ― ―
契約締結日から
期間満了まで

64,000 64,000

浄化槽汚泥引抜清掃業務 43,311 ― ―
契約締結日から
期間満了まで

43,311 43,311

左の
財源内訳

債務負担行為に関する調書

事項 限度額

前年度末までの
支払義務発生(見込)額

当該年度以降の
支払義務発生予定額
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(単位 : 千円)

1

(1) 下 水 道 使 用 料 1,281,677

(2) 浄 化 槽 使 用 料 14,433

(3) 他 会 計 負 担 金 99,668

(4) そ の 他 の 営 業 収 益 161 1,395,939

2

(1) 管 渠 費 192,532

(2) 普 及 指 導 費 21,720

(3) 業 務 費 76,631

(4) 総 係 費 56,079

(5) 流 域 下 水 道 維 持 管 理 費 613,895

(6) 浄 化 槽 管 理 費 79,400

(7) 減 価 償 却 費 1,772,811

(8) 資 産 減 耗 費 760 2,813,828

1,417,889

3

(1) 受 取 利 息 20

(2) 補 助 金 697,137

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 971,112

(4) 雑 収 益 2,314 1,670,583

4

(1) 支 払 利 息 186,481

(2) 雑 支 出 13,932 200,413 1,470,170

52,281

5

(1) 固 定 資 産 売 却 益 0

(2) そ の 他 特 別 利 益 0 0

6

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 0

(2) そ の 他 特 別 損 失 0 0 0

52,281

2,184

0

54,465

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

令和６年度  大阪府富田林市下水道事業会計予定損益計算書（税抜）

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益
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(単位 ： 千円)

1
(1)

(2)

(3)

42,421,231

2
(1)
(2)

(3)
(4) 0
(5)

577,804
42,999,035資 産 合 計

概 算 払 0
前 払 金
有 価 証 券 0
流 動 資 産 合 計

流 動 資 産
現 金 預 金 377,744
未 収 金 200,914
貸 倒 引 当 金 △ 854 200,060

ハ そ の 他 投 資 8
投 資 合 計 5,065
固 定 資 産 合 計

イ 投 資 有 価 証 券 0
ロ 出 資 金 5,057

ハ ソ フ ト ウ ェ ア 4,499
無 形 固 定 資 産 合 計 3,764,047
投 資

イ 施 設 利 用 権 3,759,548
ロ 無 形 リ ー ス 資 産 0

チ 建 設 仮 勘 定 0
有 形 固 定 資 産 合 計 38,652,119
無 形 固 定 資 産

ト 有 形 リ ー ス 資 産 0
減 価 償 却 累 計 額 0 0

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 9,370
減 価 償 却 累 計 額 △ 7,576 1,794

ホ 車 両 運 搬 具 1,826
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,458 368

ニ 機 械 及 び 装 置 2,950
減 価 償 却 累 計 額 △ 494 2,456

ハ 構 築 物 50,997,788
減 価 償 却 累 計 額 △ 13,502,848 37,494,940

ロ 建 物 1,827
減 価 償 却 累 計 額 △ 859 968

令和６年度  大阪府富田林市下水道事業会計予定貸借対照表（税抜）

(令和７年３月３１日)

資 産 の 部
固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
イ 土 地 1,151,593
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(単位 ： 千円)

3
(1)

(2)
(3)

11,399,965

4
(1)

(2)
(3)
(4)
(5)
(6)
(7)
(8)
(9)

1,208,427

5
(1)
(2)

19,402,344

32,010,736

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 27,969,803

収 益 化 累 計 額 △ 8,567,459

ハ 修 繕 引 当 金 0 12,556

(10) そ の 他 流 動 負 債 0

引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金 0

ロ 賞 与 引 当 金 12,556

預 り 保 管 有 価 証 券 0

そ の 他 預 り 金 40

一 時 借 入 金 0

未 払 金 157,848

預 り 金 10,979

前 受 金 0

充 て る た め の 企 業 債

ロ そ の 他 企 業 債 0 1,027,004

リ ー ス 債 務 0

39,654

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

イ 建設改良費等の財源に 1,027,004

引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金 39,654

ロ 修 繕 引 当 金 0

充 て る た め の 企 業 債

ロ そ の 他 企 業 債 0 11,360,311

リ ー ス 債 務 0

負 債 の 部
固 定 負 債

企 業 債

イ 建設改良費等の財源に 11,360,311
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(単位 ： 千円)

6 9,524,894

7
(1)

(2)

1,463,405

10,988,299

42,999,035

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

ニ 当年度未処分利益剰余金 54,465

利 益 剰 余 金 合 計 322,901

ロ 利 益 積 立 金 0

ハ 建 設 改 良 積 立 金 127,853

利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金 140,583

へ 受 贈 財 産 評 価 額 268,083

資 本 剰 余 金 合 計 1,140,504

ニ 負 担 金 0

ホ 分 担 金 0

ロ 府 補 助 金 0

ハ 他 会 計 補 助 金 829,819

資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金 42,602

資 本 の 部
資 本 金

剰 余 金
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(単位 ： 千円)

1
(1)

(2)

(3)

41,517,215

2
(1)
(2)

(3)
(4) 0
(5)

611,004
42,128,219

ロ 建 物 1,827
減 価 償 却 累 計 額 △ 955 872

令和７年度  大阪府富田林市下水道事業会計予定貸借対照表(税抜)

(令和８年３月３１日)

資 産 の 部
固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
イ 土 地 1,151,593

ニ 機 械 及 び 装 置 2,950
減 価 償 却 累 計 額 △ 494 2,456

ハ 構 築 物 51,741,857
減 価 償 却 累 計 額 △ 15,030,580 36,711,277

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 9,370
減 価 償 却 累 計 額 △ 7,929 1,441

ホ 車 両 運 搬 具 1,826
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,458 368

チ 建 設 仮 勘 定 75,828
有 形 固 定 資 産 合 計 37,943,835
無 形 固 定 資 産

ト 有 形 リ ー ス 資 産 0
減 価 償 却 累 計 額 0 0

ハ ソ フ ト ウ ェ ア 0
無 形 固 定 資 産 合 計 3,568,315
投 資

イ 施 設 利 用 権 3,568,315
ロ 無 形 リ ー ス 資 産 0

ハ そ の 他 投 資 8
投 資 合 計 5,065
固 定 資 産 合 計

イ 投 資 有 価 証 券 0
ロ 出 資 金 5,057

概 算 払 0
前 払 金
有 価 証 券 0
流 動 資 産 合 計

流 動 資 産
現 金 預 金 429,857
未 収 金 182,381
貸 倒 引 当 金 △ 1,234 181,147

資 産 合 計
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(単位 ： 千円)

3
(1)

(2)
(3)

11,057,753

4
(1)

(2)
(3)
(4)
(5)
(6)
(7)
(8)
(9)

1,147,384

5
(1)
(2)

18,678,928

30,884,065

充 て る た め の 企 業 債

ロ そ の 他 企 業 債 0 11,010,345

リ ー ス 債 務 0

負 債 の 部
固 定 負 債

企 業 債

イ 建設改良費等の財源に 11,010,345

47,408

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

イ 建設改良費等の財源に 969,264

引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金 47,408

ロ 修 繕 引 当 金 0

未 払 金 155,241

預 り 金 10,979

前 受 金 0

充 て る た め の 企 業 債

ロ そ の 他 企 業 債 0 969,264

リ ー ス 債 務 0

引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金 0

ロ 賞 与 引 当 金 11,860

預 り 保 管 有 価 証 券 0

そ の 他 預 り 金 40

一 時 借 入 金 0

28,205,891

収 益 化 累 計 額 △ 9,526,963

ハ 修 繕 引 当 金 0 11,860

(10) そ の 他 流 動 負 債 0

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金
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(単位 ： 千円)

6 9,763,096

7
(1)

(2)

1,481,058

11,244,154

42,128,219

資 本 の 部
資 本 金

剰 余 金

ロ 府 補 助 金 0

ハ 他 会 計 補 助 金 829,819

資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金 42,602

へ 受 贈 財 産 評 価 額 268,083

資 本 剰 余 金 合 計 1,140,504

ニ 負 担 金 0

ホ 分 担 金 0

ロ 利 益 積 立 金 0

ハ 建 設 改 良 積 立 金 127,853

利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金 140,583

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

ニ 当年度未処分利益剰余金 72,118

利 益 剰 余 金 合 計 340,554
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注記 

 

Ⅰ重要な会計方針 

地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

 

1 固定資産の減価償却の方法等について 

（1）減価償却の方法については「定額法」による。 

（2）主な耐用年数は次のとおりとする。 

 イ、有形固定資産（リース資産を除く） 

建物             50 年 

構築物          28～50 年 

機械及び装置       10～20 年 

車両運搬具                4～ 5 年 

工具器具及び備品      4～10 年 

 

 ロ、無形固定資産（リース資産を除く） 

 施設利用権          45 年 

 ソフトウェア          5 年 

 

ハ、リース資産 

本市では現時点でリース資産は存在しない。 

 

2 引当金の計上方法 

（1）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、簡便法により当年度末における

退職手当の要支給額に相当する金額（市長部局との「職員の退職手当

の負担に関する協定書」に基づき、下水道事業会計が負担すると見込

まれる額）を計上している。 

（2）賞与引当金 

 職員の期末手当、勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す

る額を計上している。 

（3）貸倒引当金 

 債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等の特定債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上している。 
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3 消費税及び地方消費税の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

4 予定キャッシュ・フロー計算書関連 

    間接法により作成している。 

 

Ⅱ予定貸借対照表等関連 

 

1 引当金の取崩し 

(1) 賞与引当金の取崩し 

令和 7年度において、期末手当及び勤勉手当として２９，８１４千円

を支給することになったため、賞与引当金（手当分）９，９３８千円

の取り崩しを予定している。また、賞与に伴う法定福利費５，８２５

千円を支払うため、賞与引当金（法定福利分）１，９４２千円の取り

崩しを予定している。 

 

 

Ⅲセグメント情報の開示 

 本市では、公共下水道事業及び公共浄化槽整備推進事業を運営しており、

各事業で運営方針等を決定していることから、公共下水道事業及び公共浄

化槽整備推進事業の２つを報告セグメントとしている。 

 

（事業区分）           （事業の内容） 

公共下水道事業   下水道事業区域内における、汚水の処理及び雨水排除 

公共浄化槽整備推進事業 公共浄化槽整備推進事業区域内における汚水処理 
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 報告セグメントごとの営業収益等（税抜） 

 （令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで） 

（単位：千円） 

項目 公共下水道事業 
公共浄化槽 

整備推進事業 
合計 

営業収益 

営業費用 

1,318,716 

2,699,429 

14,390 

121,539 

1,333,106 

2,820,968 

営業損益 

経常損益 

△1,380,713 

    3,629 

△107,149 

409 

△1,487,862 

4,038 

セグメント資産 41,526,170 602,049 42,128,219 

セグメント負債 30,239,873 644,192 30,884,065 

その他の項目 

他会計繰入金 

減価償却費 

支払利息 

特別利益 

固定資産の増減額 

 

909,544 

1,737,468 

170,519 

22,806 

△905,120 

 

100,456 

32,222 

5,177 

0 

1,104 

 

1,010,000 

1,769,690 

175,696 

22,806 

△904,016 

 

Ⅳ減損損失 

1 グルーピングの方法 

本市では、公共下水道事業及び公共浄化槽整備推進事業の２つの資産グル

ープとしている。 

2 減損の兆候について 

本市では、業務活動から生じる損益又はキャッシュ・フローが継続してマ

イナスとなる見込みは、現時点でないことから、減損損失を認識していな

い。 

 

Ⅴリース契約により使用する固定資産 

1 リース取引の処理方法 

リース料総額が 300 万円以上の所有権移転ファイナンス・リース取引に 

ついては、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

2 リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引 

に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

    １年以内        741 千円 

    １年超     1,110 千円 

     計      1,851 千円 
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Ⅵその他の注記 

  特になし。 
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予　　算　　明　　細　　書
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（単位 ： 千円）

節 予 定 額

1. 営 業 収 益 1,458,617

1. 下水道使用料 1,364,789

下水道使用料 1,364,789 下水道使用料

2. 浄化槽使用料 15,829

浄化槽使用料 15,829

3. 他会計負担金 77,854

他会計負担金 77,854

4. そ の 他 の 145

営 業 収 益 手 数 料 145

2. 営 業 外 1,681,308

収 益 1. 受 取 利 息 50

預 金 利 息 50

2. 補 助 金 720,568

国 庫 補 助 金 15,058

他 会 計
補 助 金 705,510

3. 長 期 前 受 金 959,504

戻 入 長 期 前 受 金
戻 入 959,504

4. 雑 収 益 1,186

賃 貸 料 176 賃貸料

そ の 他
雑 収 益 1,010

3. 特 別 利 益 25,087

1. そ の 他 25,087

特 別 利 益
そ の 他
特 別 利 益

25,087 流域下水道負担金精算返還金

令和７年度    大阪府富田林市下水道事業会計予算明細書

収益的収入及び支出

収    入

項 目

（款）１．下水道事業収益

定期預金利息

説                       明

４市町村協指定業者登録申請手数料等

浄化槽使用料

徴収金等

分流式下水道等に要する経費繰入金等

長期前受金戻入

雨水処理負担金、４市町村協負担金

社会資本整備総合交付金
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（単位 ： 千円）

節 予 定 額

1. 営 業 費 用 2,916,155

1. 管 渠 費 185,193

給 料 21,733 職員給料

手 当 14,096 扶養手当 1,116

管理職手当 696

地域手当 2,331

住居手当 1,620

時間外勤務手当 214

通勤手当 845

期末勤勉手当 6,734

児童手当 540

賞 与 引 当 金 4,021 賞与引当金（手当） 3,367

繰 入 額 賞与引当金（法定福利費） 654

法 定 福 利 費 7,280 共済負担金等

備 消 品 費 158

光 熱 水 費 346 電灯料等

印 刷 製 本 費 344 内水ハザードマップ

通 信 運 搬 費 1,722 電話代

修 繕 費 29,548

動 力 費 5,255 マンホールポンプ電力料

委 託 料 94,720

材 料 費 4,032 補修用材料費

負 担 金 1,938

機械用備消品等

他会計負担金等

構築物、機械及び装置等の修繕

雨天時侵入水対策計画策定業務等

支    出

項 目

（款）１．下水道事業費用

説                       明
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（単位：千円）

節 予 定 額

2. 普 及 指 導 費 23,254

給 料 4,753 職員給料

手 当 3,106 扶養手当 378

管理職手当 420

地域手当 556

通勤手当 50

期末勤勉手当 1,582

児童手当 120

賞 与 引 当 金 948 賞与引当金（手当） 791

繰 入 額 賞与引当金（法定福利費） 157

法 定 福 利 費 1,734 共済負担金等

委 託 料 11,594

補 償 費 480

補助及び交付金 639 水洗便所改造補助金

3. 業 務 費 85,815

委 託 料 85,815 下水道料金徴収業務委託料

4. 総 係 費 54,981

給 料 9,138 職員給料

手 当 4,827 扶養手当 240

地域手当 914

住居手当 324

時間外勤務手当 389

通勤手当 371

期末勤勉手当 2,589

賞 与 引 当 金 1,550 賞与引当金（手当） 1,294

繰 入 額 賞与引当金（法定福利費） 256

法 定 福 利 費 2,853 共済負担金等

報 酬 98

旅 費 531 職員旅費

被 服 費 63 作業服

備 消 品 費 1,372

燃 料 費 256 車両用等

通 信 運 搬 費 2,565

目

郵送料、電話代、システム使用料等

項

事務用、パソコン用備消品等

説                       明

損失補償金

普及促進業務委託料

（款）１．下水道事業費用

委員報酬
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（単位：千円）

節 予 定 額

手 数 料 57 車両関係手数料

賃 借 料 150 複写機使用料

修 繕 費 686

保 険 費 等 337 市有物件災害共済分担金等

研 修 費 84 研修参加費

厚 生 費 137 福利厚生費

退職給付引当金
繰 入 額

5,155 退職給付引当金繰入額

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

4,683 貸倒引当金繰入額

使 用 料 13

公 租 公 課 費 58 自動車重量税

負 担 金 20,368

5. 流域下水道維持 700,231

管 理 費 負 担 金
負 担 金 700,231

6. 浄化槽管理費 96,283

給 料 4,554 職員給料

手 当 3,900 扶養手当 480

地域手当 504

住居手当 324

時間外勤務手当 504

通勤手当 60

期末勤勉手当 1,548

児童手当 480

賞 与 引 当 金 916 賞与引当金（手当） 774

繰 入 額 賞与引当金（法定福利費） 142

法 定 福 利 費 1,571 共済負担金等

旅 費 8 職員旅費

手 数 料 41,513 処理手数料

修 繕 費 10,542

委 託 料 29,770

材 料 費 2,526 補修用材料費

補 償 費 480 損失補償金

負 担 金 20 協議会等会費

補助及び交付金 483 水洗便所改造補助金

構築物の修繕

他会計負担金、日本下水道協会負担金等

事務備品等の修繕

有料道路使用料等

（款）１．下水道事業費用

項

保守管理委託料等

説                       明目

流域下水道施設維持管理費負担金

-34-



（単位：千円）

節 予 定 額

7. 減 価 償 却 費 1,769,690

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費 1,528,182

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

241,508

8. 資 産 減 耗 費 708

固定資産除却費 708 浄化槽の除却費

2. 営 業 外 196,484

費 用 1. 支 払 利 息 175,696

企 業 債
支 払 利 息

175,696 企業債支払利息

2. 雑 支 出 128

雑 支 出 128

3. 消 費 税 及 び 20,660

地 方 消 費 税 消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

20,660 消費税及び地方消費税

3. 特 別 損 失 381

1. 過 年 度 損 益 381

修 正 損 過 年 度 損 益
修 正 損 381 貸倒れに係る消費税分等

4. 予 備 費 2,000

1. 予 備 費 2,000

予 備 費 2,000 予備費

雑支出

有形固定資産の減価償却費

無形固定資産の減価償却費

項 目 説  明

（款）１．下水道事業費用
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（単位 ： 千円）

節 予 定 額

1. 企 業 債 619,300

1. 企 業 債 619,300

企 業 債 619,300 建設改良事業に伴う企業債

2. 分 担 金 11,254

1. 分 担 金 11,254

分 担 金 11,254 市街化調整区域下水道分担金等

3. 負 担 金 1,600

1. 負 担 金 1,600

工 事 負 担 金 1,600

4. 他会計出資金 229,010

1. 他会計出資金 229,010

一般会計出資金 229,010 一般会計出資金

5. そ の 他 412

資本的収入 1. そ の 他 412

資 本 的 収 入 そ の 他 資 本
的 収 入

412 助成金

6. 補 助 金 245,230

1. 府 補 助 金 788

府 補 助 金 788 大阪府浄化槽整備事業費補助金

2. 国 庫 補 助 金 244,442

国 庫 補 助 金 244,442

工事負担金

社会資本整備総合交付金等

資本的収入及び支出

収    入

説                       明項 目

（款）１．資本的収入
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（単位 ： 千円）

節 予 定 額

1. 建設改良費 940,687

1. 下水道整備費 853,023

給 料 24,026 職員給料

手 当 17,641 扶養手当 636

管理職手当 504

地域手当 2,493

住居手当 648

時間外勤務手当 1,319

通勤手当 666

期末勤勉手当 7,424

期末勤勉手当（引） 3,711

児童手当 240

法 定 福 利 費 8,654 共済負担金等

印 刷 製 本 費 23 図面焼付代

賃 借 料 741

委 託 料 161,362

退 職 給 付 費 2,599 退職給付費

工 事 請 負 費 568,172 補助工事及び単独工事

補 償 費 63,205

補助及び交付金 6,600

2. 浄化槽建設費 37,311

旅 費 11 職員旅費

備 消 品 費 90 パソコン用備消品等

燃 料 費 42 車両用

賃 借 料 11 複写機使用料

公有財産購入費 35,897 浄化槽購入費

補助及び交付金 1,260

設計委託料等

支    出

項 目 説       明

（款）１．資本的支出

複写機使用料等

水道管移設補償等

水洗便所改造工事資金助成金

水洗便所改造工事資金助成金
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(単位 ： 千円）

節 予 定 額

3. 流 域 下 水 道 50,353

建設費負担金 負 担 金 50,353

2. 企 業 債 1,027,005

償 還 金 1. 企 業 債 1,027,005

償 還 金 企 業 債
償 還 金 1,027,005 企業債元金償還金

流域下水道施設建設費負担金

（款）１．資本的支出

項 目 説       明
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